
今期の国内景気ＢＳＩ値は２．５（前期実績３．４）と幾分上昇し、５期連続での

上昇となった。インバウンドをはじめとした観光客増加による消費拡大が

期待され、小売業、サービス業、運輸・倉庫業等、観光関連の業種で大幅

に上昇した。

今後の予想については、７～９月期は２．０と、小幅な上昇が続き、続く１０～

１２月期は全ての業種で上昇し、９．８と上昇傾向が強まる見込み。

第１位は「原材（燃）料高」（５７．１％）、第２位は「求人難」（４２．９％）、
第３位は「受注・売上不振」（３６．６％）、第４位は「人件費負担増大」

（３２．６％）、第５位は「技能労働者不足」（１５．８％）であった。
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（注）4～6月期のBSI値は、１～3月期の景況感を基準に強気なら
「プラス」、弱気なら「マイナス（▲）」で表している。算出方法は、
上昇回答から下降回答を差し引き、２分の１を乗算。

（注）BSI値=(上昇[増加、他]-下降[減少、他])×1/2

今期の自社業況ＢＳＩ値は▲１．７（前期実績▲６．５）と若干の下降となった。

歴史的な円安相場等を背景に原材(燃)料価格の高止まりが続き、価格

転嫁は進むも物価高による買い控えで売上が伸びず、減益傾向となっ

た。一方、インバウンドの増加等、観光需要は堅調で、運輸・倉庫業や

サービス業等、観光関連の業種では大幅に上昇した。

今後の予想については、７～９月期は中小企業を中心に下降傾向で推移

するものの、１０～１２月期には大企業、中小企業ともに上昇する見込み。

国内景気動向
自社業況（総合判断）

1. 生産・売上高、工事施工高
2. 製・商品・サービス・請負価格
3. 経常利益
4. 所定外労働時間
5. 製・商品在庫
6. 資金繰り
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【 お問い合わせ 】 　中小企業支援部　l075-341-9780 調査結果概要は本所ホームページからダウンロードできます。調査結果概要は本所ホームページからダウンロードできます。
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京都企業のBSI値 ： 5月中旬から6月上旬にかけて同調査を実施し、５０６社中３22社から回答を得た（対象は、京都府内に本社、本店等を持つ企業）。
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今年度の賃金について1 賃上げの内容について2

賃上げを行う要因・目的3 現在の賃金水準に関する
負担感について

4

賃金動向について ▶ 賃上げを実施（予定含む）する企業は約8割
現在の賃金水準は半数以上の企業にとって負担に

為替動向について ▶ 半数以上の企業が円安相場によるマイナス影響を受けている
自社にとっての適正相場は１ドル＝130円程度
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今期の国内景気ＢＳＩ値は２．５（前期実績３．４）と幾分上昇し、５期連続での

上昇となった。インバウンドをはじめとした観光客増加による消費拡大が

期待され、小売業、サービス業、運輸・倉庫業等、観光関連の業種で大幅

に上昇した。

今後の予想については、７～９月期は２．０と、小幅な上昇が続き、続く１０～

１２月期は全ての業種で上昇し、９．８と上昇傾向が強まる見込み。

第１位は「原材（燃）料高」（５７．１％）、第２位は「求人難」（４２．９％）、
第３位は「受注・売上不振」（３６．６％）、第４位は「人件費負担増大」

（３２．６％）、第５位は「技能労働者不足」（１５．８％）であった。
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1概要

BSI値の総括表

3 当面の経営上の問題点

4 附帯調査 -ピックアップポイント-

2
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（注）4～6月期のBSI値は、１～3月期の景況感を基準に強気なら
「プラス」、弱気なら「マイナス（▲）」で表している。算出方法は、
上昇回答から下降回答を差し引き、２分の１を乗算。

（注）BSI値=(上昇[増加、他]-下降[減少、他])×1/2

今期の自社業況ＢＳＩ値は▲１．７（前期実績▲６．５）と若干の下降となった。

歴史的な円安相場等を背景に原材(燃)料価格の高止まりが続き、価格

転嫁は進むも物価高による買い控えで売上が伸びず、減益傾向となっ

た。一方、インバウンドの増加等、観光需要は堅調で、運輸・倉庫業や

サービス業等、観光関連の業種では大幅に上昇した。

今後の予想については、７～９月期は中小企業を中心に下降傾向で推移

するものの、１０～１２月期には大企業、中小企業ともに上昇する見込み。

国内景気動向
自社業況（総合判断）

1. 生産・売上高、工事施工高
2. 製・商品・サービス・請負価格
3. 経常利益
4. 所定外労働時間
5. 製・商品在庫
6. 資金繰り
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【 お問い合わせ 】 　中小企業支援部　l075-341-9780 調査結果概要は本所ホームページからダウンロードできます。調査結果概要は本所ホームページからダウンロードできます。
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京都企業のBSI値 ： 5月中旬から6月上旬にかけて同調査を実施し、５０６社中３22社から回答を得た（対象は、京都府内に本社、本店等を持つ企業）。
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今期の国内景気ＢＳＩ値は２．５（前期実績３．４）と幾分上昇し、５期連続での

上昇となった。インバウンドをはじめとした観光客増加による消費拡大が

期待され、小売業、サービス業、運輸・倉庫業等、観光関連の業種で大幅

に上昇した。

今後の予想については、７～９月期は２．０と、小幅な上昇が続き、続く１０～

１２月期は全ての業種で上昇し、９．８と上昇傾向が強まる見込み。

第１位は「原材（燃）料高」（５７．１％）、第２位は「求人難」（４２．９％）、
第３位は「受注・売上不振」（３６．６％）、第４位は「人件費負担増大」

（３２．６％）、第５位は「技能労働者不足」（１５．８％）であった。
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（注）4～6月期のBSI値は、１～3月期の景況感を基準に強気なら
「プラス」、弱気なら「マイナス（▲）」で表している。算出方法は、
上昇回答から下降回答を差し引き、２分の１を乗算。

（注）BSI値=(上昇[増加、他]-下降[減少、他])×1/2

今期の自社業況ＢＳＩ値は▲１．７（前期実績▲６．５）と若干の下降となった。

歴史的な円安相場等を背景に原材(燃)料価格の高止まりが続き、価格

転嫁は進むも物価高による買い控えで売上が伸びず、減益傾向となっ

た。一方、インバウンドの増加等、観光需要は堅調で、運輸・倉庫業や

サービス業等、観光関連の業種では大幅に上昇した。

今後の予想については、７～９月期は中小企業を中心に下降傾向で推移

するものの、１０～１２月期には大企業、中小企業ともに上昇する見込み。
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（前期実績▲6.5）
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今年度の賃金について1 賃上げの内容について2

賃上げを行う要因・目的3 現在の賃金水準に関する
負担感について

4

賃金動向について ▶ 賃上げを実施（予定含む）する企業は約8割
現在の賃金水準は半数以上の企業にとって負担に

為替動向について ▶ 半数以上の企業が円安相場によるマイナス影響を受けている
自社にとっての適正相場は１ドル＝130円程度

月
期4    6

定期昇給 ベースアップ 手当の増額・
新設

賞与等
一時金の増額

■ 総計　■ 大企業　■ 中小企業
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社員の
モチベーション

維持・向上

人材確保・
定着

物価の高騰 自社の
業績改善

最低賃金
引き上げ

その他

■ 総計　■ 大企業　■ 中小企業
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現在の為替相場が
経営に与える影響

1 受けている影響の具体的内容2 自社にとっての適正相場3
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国内景気 BSI 値
（前期実績 3.4）
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賃上げを実施
80.4%

同水準を
維持

15.5%

未定 4.1%
70
80

非常に負担
多少負担
どちらとも言えない
あまり負担でない
全く負担でない
分からない

原材（燃）料・仕入価格高
インバウンド増
為替差益
物価高騰による消費低迷
その他

110円未満
1ドル＝

110円以上
120円未満
120円以上
130円未満
130円以上
140円未満
140円以上
150円未満
150円以上

非常にマイナス

ややマイナス
プラス・マイナス
同程度

ややプラス

非常にプラス

41.6%
39.7%

4.2%

0.5% 1.9%

12.1%

40.5%
30.1%

11.1%

2.3%

16.0%

77.3%

11.3%

6.4%
2.1%

2.8%

・輸入原材料の値上げが尋常ではない。（化学・ゴム）
・原材料費が高く、利益を圧迫している。（建設業）
・円安に伴うインバウンド需要の増大。（小売業）
・海外ロイヤリティ等外貨受取による為替差益。（化学・ゴム）
・消費の低迷による売上数量の低下。（運輸・倉庫業）

主な記述内容（抜粋）主な記述内容（抜粋）
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